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1 研究目的

近年,ファッション業界においては, SPA業態と
呼ばれている一つの会社が商品の企画から製造,販
売, 在庫管理, 店舗企画までをすべて一貫に行う企
業が成長し, 注目を集めている. SPA業態では, 消
費者の多様化のニーズを満足するため, 多数のブ
ランドを製造し, それを使い分けながら出店する
場合多い.このような企業においては, 消費者全体
が何を求めているのかを把握するのは当然のこと,

各店舗に来店される顧客がどんな潜在的ニーズを
持っているかを把握し, それに応じて店舗でのブ
ランド配置が必要であると考える.また, チェーン
店の場合,特に中心街に出店されている店舗にお
いては, 周りの他社ブランドと競争している一方,

自社のチェーン店の間にも競合が起きる可能性が
ある. 同じチェーンに属する店舗の間では, 競合を
避けながらどれだけ顧客を集められるのかが企業
全体の売上増加につながる.　
本研究の目的は, SPA業態を採用しているファッ

ションチェーン店の顧客購買データを用いて,顧客
の潜在ニーズを把握した上で,より合理的な店舗
ブランド選択モデルを提案することで, 売上の向
上を図ることである.また,本研究が研究対象とす
る企業は主に中心市街地のショッピングモールや
百貨店に出店しているため,一つの商圏に複数の店
舗が存在する場合があり,チェーン同士の間に競合
が存在していると考えられる.本研究では, ブラン
ド選択モデルの結果を用いて,ある地域内のチェー
ン間競合を避けるための施策を提案する.そして,

すべての顧客の来店距離での増減を基準とするこ
とで,施策を評価する.

2 データ概要

本節では,本研究の分析にあたって使用したデー
タについて説明する.

本研究の分析対象は SPA業態を採用している
ファッションチェーン店である. この企業は複数の
ブランドを展開しており, 全国のショッピングモー

ルや百貨店に約 300店舗を出店いる. 特徴として,

店舗により扱っているブランド・カテゴリやその
構成比率が大きく異なることが挙げられる.

本研究では ID-POSデータと会員情報データを
使用する. 用いた項目は以下に示す.

• ID-POSデータ
購買に関するデータ: 売上日, 店舗名称, 顧客
コード
商品に関するデータ: ブランド名, カテゴリ
名, 売上数量, 上代売上, レジ売上を使用した

• 会員情報データ
会員の生年, 顧客番号と登録した店舗

利用できるデータ期間は 2015年 9月から 2016

年 8月までの一年間である. そのうち通年営業を
している店舗のみを分析対象とし, 全国に計 299

店舗となる. 本研究では, 日ごとの掛け率により
データ期間を 4期間に分け, そのうちのプロパー
期の一つを抽出した. 分析対象とするデータは以
下の通りである.

• データ期間：2016年 3月 10日～6月 14日

• 購買履歴：131350行（会員データのみ）

• 期間内会員顧客数：37066人　

• カテゴリ数：29

• ブランド数：115

• 対象店舗：299

また, 後の章で説明するように商圏と商圏人口
を推定するためには総務省統計局 [2]が提供した
以下のデータを用いた.

• 平成 27年国勢調査　 都道府県・市区町村別
主要統計表

• 平成 27年国勢調査　 人口等基本集計

• 平成 27年国勢調査　 小地域（町丁・字等別）

3 分析のモデルと手順

本章では, 分析のため提案するモデルと研究の
手順（図 1）について述べる.



図 1: 分析の流れ

3.1 顧客の潜在需要に基づいた店舗のブランド
選択モデル

本節では, 二項ソフトクラスタリングを用いて,

顧客が商品を購入する確率を算出する. 顧客を xi,

購入したブランド・カテゴリ商品の組合せを yj ,顧
客と商品が同時に所属するクラスタを zk とする.

この場合顧客 xiが商品 yj を購買する確率を

p(xi, yj) =
∑
k

p(zk)p(xi|zk)p(yj |zk) (1)

で表すことができる [1].

次に, 店舗ごとの各カテゴリの潜在需要を算出
する. 上記の p(xi, yj)を用いることで, 店舗 lにお
けるカテゴリ jの潜在購買力 Sl,j が得られる.

Sl,j =
∑
Xi

Ai × p(Xi, j) (2)

ここでは Xi を店舗 lに来店した顧客, Ai を顧客
Xiが購入した商品数とする.

上記求めた, 各店舗のカテゴリ別潜在的購買力
をもとに, 全国売上上位の 100店舗でのブランド
選択を行う.ここでは, 各ブランドの構成比率を変
数とする最小化問題を解く. 目的関数は店舗にお
けるカテゴリごとの潜在的購買数と, ブランドの
構成比率でウェイト付けされたブランドごとのカ
テゴリ別販売数の残差平方和を各ブランドでの総
和をとったものである.

最小化

∑
j

(
Sl,j∑
j Sl,j

− xb ×Rb,j

)2

(3)

制約条件 ∑
b

xb = 1 (4)

xb ≥ 0 (5)∑
b∈B

≥ 0.6 (6)

ただし, xb はブランド bの構成比率であり, B は
主要ブランド (売上上位の 11ブランド)の集合を
表す. Rb,j はブランド bにおけるカテゴリ j の販
売数の構成比率であり, これを最小化する. また,

上位の 25ブランドがほとんどの売上を占めている
ため, ここでは上位 25ブランドのみを分析対象と
した.

3.2 顧客年齢と住所の推定

チェーン間の競合を避けるため, 各店舗におい
て需要度の高いブランドのみを配置するように提
案する. そして, 顧客が再配置した前後の移動距
離差を基準として, 再配置の施策を評価していく.

本データには顧客住所についての情報は含まれ
ていないため, ここで設定した商圏内から一様に
来客すると仮定し, 商圏を市・区単位に分割し, そ
れらの人口を基準にランダムにどの顧客がどの地
域から来たのかを推定した. 顧客 iが商圏内の区・
市 kから来た確率 pkは, その区の対象人口数が商
圏内の対象人口数と比例している.

pk =
Hk,a ×Rk

Htotal
(7)

ただし, Hk,aは区・市の対象人口数, Htotalは商圏
内対象人口数の合計値である. この企業は 50代以
上の女性をターゲットとしているため,　ここでの
対象人口は各区・市に居住している 50代, 60代と
70代の日本籍女性とする. また, 各区・市がちょう
ど完全に商圏内に所属するわけではないため, 含
まれている各市・区の面積がその区・市の総面積
を占めている比率 Rk を用いる. 商圏に含まれて
いる面積は QGISを用いて算出した. また, 集計
結果から区・市により年代別の人口構成比率が異
なっていることが分かったため, 人口数を年代別
で計算する必要がある.

ここで, 一部の店舗は規模や立地などの関係で
会員数が少ない, また, 会員顧客の中でも年齢が適
切に記入されていないケースが存在していると考
えられるため, 非会員も対象として分析に加えた.

ただし, 非会員についての年齢情報がないため, コ
レスポンデンス分析を用いて購買履歴から年齢層
の推測を行った.

本論文では, 各行に顧客の年代属性, 各列に購買
した商品が所属するブラント・カテゴリとした. 得
られた結果により散布図における購買ごとの各年
代属性までの距離 Sa,b,age を算出することができ
る. ここでは aはブランド, bはカテゴリを表す.

各年代に属する確率比は距離の逆数の比である.　



次に, 得られた割合になるように一様分布に従う
乱数からどの属性が発生させて決定した. そして,

前節と同じように, 顧客年齢の情報を用いて, 居住
地を推測する.

3.3 最適化モデルの結果に基づき配置した距離
の比較

まずは推定した顧客の居住地を用いて, 実際に
購買を行った店舗までの距離を計算する. 居住地
の緯度・経度をその区・市の区役所・市役所の緯
度・経度とする. また, すべての顧客の移動距離の
総和X も算出する.

自チェーン内での競合を避けるためには, その
ブランドの需要が大きい店舗のみを優先し, 扱う
ようにする. 具体的には, 最適化モデルの結果に
基づき, 各店舗におけるブランド構成比率の平均
値を求める. そして, 平均値より大きい店舗のみ
を「そのブランドを扱う」, 小さい場合は「扱わな
い」とする. すでに考察した各店舗の行きやすさ
から, 顧客が推定された自宅住所 (商圏半径を 5km

と仮定する)から求めるブランドを扱っている距
離の一番近い店舗に行くと仮定する（これをケー
スAと呼ぶ）. 次に, すべての購買に対して推定
した住所から距離の一番近い店舗までの距離を算
出し, 距離の総和を Y とする.

また, 比較案として, 以下の場合の距離X と Y

も算出する.

• ケースB:元々そのブランドを扱っている&最
適化の結果において構成比率が平均値以上の
場合を「そのブランドを扱う」とする.

• ケース C: 一部の会員顧客のデータのみ&最
適化の結果において構成比率が平均値以上の
場合を「そのブランドを扱う」とする.

• ケースD: 商圏半径を 10kmとした場合&一
部の会員顧客のみ&構成比率が平均値以上の
場合を「そのブランドを扱う」とする.

• ケースE:商圏半径を 10kmとした場合&一部
の会員顧客のみ&元もとそのブランドを扱っ
ている&構成比率が平均値以上の場合を「そ
のブランドを扱う」とする.

4 結果と考察

本節では, 提案したモデルと各手順の結果をま
とめる. また, 結果についての考察を論じる.

4.1 結果

図 2は最小化問題を解いた結果である. 横軸に
は売上の上位 25ブランド, 縦軸には各店舗におけ
る構成比率を表す.

図 2: ブランド再配置の結果

コレスポンデンス分析を行った結果は図 3に示
す. オレンジは購入したブランド, 青はスタイル,

グレーは顧客の年代属性を表す. 表 1では各ケー

図 3: コレスポンデンス分析の結果

スにおけるXと Y の値を示す. また, 移動距離に
変化がある顧客の人数を集計した.

表 1: 実際の移動距離と再配置した後の移動距離
ケースA ケース B ケース C ケースD ケース E

元もとの店舗への移動距離総和X 34622872.69 34622872.69 13494280.08 20682791.28 20682791.28

再配置した後の移動距離総和Y 45597690.31 51810218.31 18607356.66 22215437.99 23912452.47

Y/X 1.32 1.5 1.38 1.07 1.16

元もとの移動距離平均値 3702.59 3702.59 3749.45 5746.82 5746.82

再配置した後の移動距離の平均値 4876.24 5540.61 5170.15 6172.67 6644.20

店までの距離遠くなった人数 2983 3378 1137 789 990

店までの距離が近くなった人数 3545 2872 1335 1325 1112

距離の変わらない人数 2823 3101 1127 1485 1497

4.2 考察

最小化問題の解に基づいて, 各店舗における顧
客潜在的ニーズに応じたブランド再配置を行った.

上位ブランドの構成比率が比較的に高く, 特にブ
ランドAとブランドBは基幹ブランドであること
が分かった. ただし, 店舗により構成比率の差も大
きくあり, 顧客ニーズの多様性を表している. ま
た, 全体の売上が低いブランドにしても特定の店
舗において重要な役割をに担っていることがある.



表 1より, ケース Aの場合顧客の総移動距離が
実際移動距離の 1.32倍となり, 顧客ごとの平均移
動距離は 1173.65mを増えた. 図 4は顧客の移動
距離差の分布を示す. 横軸は距離 (m),　縦軸は人
数を表す. 差の分布から移動距離が少し短くなっ
ている顧客が多く, 一部の顧客の移動距離が非常
に増えているため, 全体の距離も大きく増加した
ことが考えられる. また, 各店舗に扱っているブラ
ンド数もかなり少なくなったため, 顧客ニーズに
応じたブランド再配置をすることで, 東京都内店
舗の競合を避けるながら多くの顧客にもより便利
な購買環境を作れたと考えられる.

図 4: ケースAの場合距離の差X − Y

ケースBの場合顧客の移動距離総和が実際の 1.5

倍となった. これが制約により再配置した後, 一部
の店の扱っているブランド数がかなり少なくなっ
たためだと思われる. これらの店舗において, 最初
扱っていなかった需要度の高いブランドを入れる
か, 最適化結果により扱っているブランドの中値
の高いブランドを残す施策が考えられる. ケース
Cの場合は, ケース Aに年代が 50代から 70代ま
での顧客のみという制限がつけられたものである.

結果はケースAとほぼ一致していることから年齢
の推測はうまくいったと言える. ケース Eはケー
ス Cの商圏を 10kmまで拡大したものである. 結
果の 1.04倍はケースCよりかなり良くなっていっ
た. これにより商圏半径を 10kmと設定したほう
がより適切であると考えられる. ケースDの得ら
れた距離が実際の 0.91倍であった. 結果的には一
番良いとは言える.

以上のことから, 競合を避けるためのブランド
再配置は, 顧客全体の移動距離差を避けるためで
あれば, 最適化結果により構成比率が平均値以上
のブランドのみを扱うとするので良い. 店舗間ブ
ランドの入れ替わりの面倒を避けるためであれば,

平均値以上かつ実際に扱っているブランドを扱う

とすれば良い. ただし, この場合一部の店舗にお
いて扱うブランド数が極端に少ないため, 需要度
の高いブランドを入れることが必要である.

5 結論
5.1 本論文のまとめ

本研究は, SPA業態を採用しているファッショ
ンチェーン店を対象に, 顧客ニーズを把握した上
でのチェーン間競合を避ける施策を提案すること
を目的とした. まずは, 実際の購買履歴を用いて
顧客の潜在ニーズを算出した. それに基づき各店
舗の扱っているブランドの最適化モデルを提案し
た. また, 東京都各店舗の交通利便性から一部の顧
客を多店舗に行ってもらうことが可能であるため,

需要の高いブランドだけを扱うことでチェーン同
士の競合を避ける. そして, 実際に購入するまで
の距離総和と再配置した後の距離総和を比較する
ことで, 再配置の評価を行った.　本論文の成果と
して, 顧客の潜在的ニーズを把握することができ,

それにより各店舗でのブランドごとの構成比率を
最適化することができた. また, チェーン間競合を
避けるため, 最適化の結果を用いて店舗での扱う
ブランドを再配置する施策を提案し, 顧客の移動
距離総和を用いて評価した.

5.2 今後の課題

本研究では 3月から 6月のプロパー期データの
み対象として考えたが, 季節により売れてるカテ
ゴリ, ブランドが大きく変わっていく可能性があ
る一方, 扱っているブランドを大きく変えるのは
不可能である. そのため, 顧客のニーズとブラン
ド選択の間のバランスをどう取るかを考える必要
がある.

住所区分を町村まで絞るとより精度の高い結果
が出ると考えられる.また,今回は顧客をすべて周
辺に居住している場合しか考えていない. アパレ
ル業界のため郊外や遠い地域からショッピングし
に来る人も大勢いると考えられる.
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